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0. 業務の目的と概要 

 

0.1 業務の目的 

我が国において国際競争力強化を図るためには、都市の安全の確保や都市機能の継続

を図ることが重要である。滞在者等の安全確保を目的とする計画として、都市再生特別措

置法に位置づけられた都市再生安全確保計画やエリア防災計画の策定が進む中、計画の

策定のみならず、計画の実行性をより高める取組の進展も急がれる。 

一方、近年においては、通信技術やセンシング技術などを活用した新技術を地域の実態

調査などに用い、まちづくりの計画等に反映させる取組が進められ始めている。 

そこで、本調査では、都市再生安全確保計画等の実行性をより高める取組として、帰宅

困難者対策等に上記のような新技術を活用する場合の仕組み、体制、課題等について具体

的な検討を行う。また、このような新技術に対する取組をはじめ、国際競争力の強化を図

るための各地域の取組を広く共有するため、知見の収集・整理等を実施する。 

 

 

0.2 業務の内容 

業務の内容は下記の通りである。 

 

(1)  帰宅困難者対策等における新しい技術の活用の可能性等についての検討 

① まちづくりに活用可能な新しい技術を整理する。 

② 都市再生安全確保計画やエリア防災計画に基づき帰宅困難者対策を行うにあたり、

各地域が抱えている課題を整理する。 

③ ①で整理した技術と②で整理した課題を比較し、都市再生安全確保計画とエリア防

災計画の実行性を高めるために活用できる技術を分析する。 

④ ③で分析した技術を具体的な地域で適用させた場合のシミュレーションを行い、実

現に向けた課題等を把握する。 

 

(2)  大阪北部地震における帰宅困難者の実態調査・分析 

① 都市再生安全確保計画を策定している地域（大阪駅周辺地域及び中之島周辺地域・

大阪コスモスクエア駅周辺地域・大阪ビジネスパーク駅周辺地域・千里中央駅周辺

地域・京都駅周辺地域・神戸三宮駅周辺地域）を対象に、地方公共団体及び都市再

生緊急整備協議会の委員等に対して、帰宅困難者の発生状況および計画・当日上の

受入体制、関係部局との連携等について調査を行う。 

② 移動状況等の実態について以下の調査を行う。 

・調査方法：web 等によるアンケート調査 

・対象：発災時、通勤・通学時等で外出していた者 
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・サンプル数：約 500 件 

・主な内容：発災時における居場所や行動内容、被災状況の確認手段、 

帰宅時のルート及び手段、要した時間 等 

③ 公共交通機関の運行状況等把握調査を行う。 

④ 新聞記事やネットニュース、blog等による発災害時の状況の整理を行うととも

に、外国人（特に観光客等）の状況を整理する。 

⑤ ①から④の結果及び課題を踏まえ、計画の実行性を高めるために取り組む内容

及び(3)で共有する内容について検討する。 

 

(3)  国際競争力の強化に向けた都市の安全の確保等に取り組む団体等の情報共有・連携促進

の場の企画・運営による知見の収集・整理 

① 多様な観点からそれぞれ異なる手法を用いて、効果的に国際競争力の強化に向けた

都市の安全の確保等に取り組む団体等が、これまでの実践から得た知見や課題等を

共有し、連携を促進する場を企画・運営することにより、知見を収集・整理する。 

② (1)及び(2)、(3)の①で検討した結果から、各地域が計画の実行性を高めるために

取り組む内容を具体的に検討する。 

 

(4)  国際競争力の強化に向けたまちづくりにおける帰宅困難者対策の実効性向上に係る方

策のとりまとめ 

(1)及び(2)、(3)を踏まえ、国際競争力強化に向けたまちづくりにおける帰宅困難者対

策の実行性向上についての具体的な方策を報告書に取りまとめる。 



1-1 

 

1. 帰宅困難者対策等における新しい技術の活用の可能性等についての検討 

 

1.1 まちづくりに活用可能な新しい技術 

(1)  まちづくりのフェーズと分野別の適用可能な事例整理 

各府省庁のスマートシティ関連政策・施策や国内外のスマートシティ関連事業を対象

に、まちづくりに活用可能な新しい技術の事例を収集し、まちづくりのフェーズと分野別

に整理を行った。まちづくりのフェーズと分野の区分は表 1-1の通りである。事例整理

結果を表 1-2に示す。 

 

表 1-1 まちづくりのフェーズと分野別の適用可能な事例整理（枠組みのみ） 

フェーズ 

 

 

分野 

課題把握 
対策検討（計

画策定） 

合意形成（周

知、意識醸

成） 

事業化 

（整備） 

運用（維持管

理、エリアマ

ネジメント） 

●データ・プラットフォ

ーム 

 

●交通 

（公共交通、渋滞解消、歩

行者回遊‥‥） 

     

●防災・防犯 

（不燃化、避難、浸水津波

対策、帰宅困難者対策、

不審者検知） 

     

●低炭素化 

（省エネ、再生可能エネ

ルギー、低炭素転換‥

‥） 

     

●再開発、活性化 

（再開発、にぎわい再生

‥‥） 

     

●その他  
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表 1-2 まちづくりのフェーズと分野別の適用可能な事例整理（結果） 

フェーズ 
分野 課題把握 

対策検討 
（計画策定） 

合意形成
（周知、意
識醸成） 

事業化 
（整備） 

運用（維持管理、 
エリアマネジメント） 

●データ・
プラットフ
ォーム 

①②③シティ・デジタル（米・シカゴ） 
①②③MKスマートによるデータハブの整備（英・ミルトン・キーンズ） 
②③Open Data Terrassa, Open Government（スペイン・バルセロナ） 
②③オープンデータプラットフォーム「Dublinked」（アイルランド・ダブリン） 
②③ロンドン・データストア（英・ロンドン） 
②③オープンデータ・カタログ（カナダ・トロント） 
②③スマート DCにおけるアクセス・ポータル及びリアルタイム情報の活用（米・ワシントン DC） 
①②③スマートネーション、デジタルシンガポール(シンガポール)  
〇アムステルダムスマートシティ、シェアリングシティ(オランダ・アムステルダム)  
②③Data SF（米・サンフランシスコ） 
③Portal 1746(ブラジル・リオデジャネイロ)  
②③ICT活用プラットフォーム(札幌市) 
①②③データ利活用基盤サービス(加古川市) 
①②③横浜市スマートシティプロジェクト(横浜市) 

●交通 

（ 公 共 交

通、渋滞解

消、歩行者

回遊‥‥） 

①②④群衆行
動解析技術を
用いた総合防
災 シ ス テ ム
（豊島区） 
① ② ③ 防 災
TUMSY 
① ② ③ ｍ ｙ
World 

  ①②MK スマ
ー ト に よ
る デ ー タ
ハ ブ の 整
備（英・ミ
ルトン・キ
ーンズ）：
ス マ ー ト
駐 車 場 プ
ロ ジ ェ ク
ト 

②オープンデータプラットフォーム
「Dublinked」（アイルランド・ダ
ブリン）：バスの到着予測や道路
渋滞情報等の提供など） 

②オープンデータ・カタログ（カナ
ダ・トロント）：アプリによる駐車
場情報、交通機関の経路情報など
の提供など 

③ICT を活用した見える化による地
域活性化とバスサービスの維持確
保（川越市・イーグルバス） 

③マイカー空席「見える化」による過疎
地の交通課題解決：天塩町-稚内市間
「相乗り交通」プロジェクト（北海道
天塩町） 

①②③防災 TUMSY 
①②③ｍｙWorld 

●防災・防

犯 

（不燃化、

避難、浸水

津波対策、

帰宅困難

者対策、不

審者検知） 

①②④群衆行
動解析技術
を用いた総
合防災シス
テム（豊島
区） 

②③④高度自
然言語処理
技術を活用
した SNS 解
析 

①③災害ダッシ
ュボード (大
丸有) 

①②③うめちか
ナビ (梅田駅
地下街) 

① ② ③ 防 災
TUMSY 

① ② ③ ｍ ｙ
World 

②③④SNS 連携 
緊急情報配信

①ドローンを
活用した一
般参加型災
害対応実証
実 験 ( 新 宿
区)  

①③うめちか
ナビ[梅田駅
地下街] 

③VR 活用し
た 避 難 体
験 

③VR 防災体
験 車 に よ
る 災 害 疑
似体験 

③ジオラマ
を 利 用 し
た 体 験 型
動 的 ハ ザ
ー ド マ ッ
プ 

〇帰宅困難
者 対 策 と
し て の 一
時 滞 在 施
設 の 整 備
（ 田 町 駅
東 口 北 地
区） 

①シティ・デジタル（米・シカゴ）：
データを活用した洪水予測、最適
な帰宅経路の通知など 

〇災害時の情報伝達のための共通基
盤（Ｌアラート）（熊本地震） 

〇AI警備ロボ「ペルセウスボット」
(西武新宿駅) 

〇災害時対応ロボット Quince 
②③④高度自然言語処理技術を
活用した SNS 解析 

①③災害ダッシュボード (大丸有) 
①②③うめちかナビ (梅田駅地下
街) 

③カメレオンコード 
〇メガホンヤク(大阪ビジネスパー
ク等) 

〇観光・防災 Wi-Fiステーション 
①警備ロボット Reborg-X 
①②③防災 TUMSY 
①②③ｍｙWorld 
②③④SNS 連携 緊急情報配信サー
ビス 

〇V-LOW マルチメディア放送を用い
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フェーズ 
分野 課題把握 

対策検討 
（計画策定） 

合意形成
（周知、意
識醸成） 

事業化 
（整備） 

運用（維持管理、 
エリアマネジメント） 

サービス た広域避難誘導(加古川市) 
②④ラインワークス 
②④防災チャットボットを活用した
災害情報収集[実証実験](神戸市) 

〇サイネージ一斉配信システム[実
証実験](竹芝地区) 

③City Watch 

●低炭素化 

（省エネ、

再生可能

エネルギ

ー、低炭素

転換‥‥） 

    
 
 
 
 
 
 
 
 

〇独立電源通信網みまもりロ
ボくん III 実験機 

①②③横浜市スマートシティプロジ
ェクト(横浜市) 

●再開発、

活性化 

（再開発、

にぎわい

再生‥‥） 

①②③地下空間
における ICT
活用 (札幌駅
地下街) 

   ①②③地下空間における ICT 活用 
(札幌駅地下街) 

④おもてなしガイド 
①②④Link Ray 
〇観光・防災 Wi-Fiステーション 
④対面ホンヤク 

●その他 〇千葉市民協働
レポート (ち
ばレポ)（市民
が 見 つ け た
「困った」が
地域課題を解
決） 

 ④AI を活用
したイン
タビュー
ボットで
公共施設
マネジメ
ントの合
意形成支
援（三菱総
合研究所、
新潟市） 

 ④おもてなしガイド 
①②④Link Ray 
③カメレオンコード 
④AIを活用した無人決済店舗（JR赤
羽駅） 
④対面ホンヤク 
②④ラインワークス 

 

注）①センシング、②ビッグデータ解析、③見える化、④ＡＩを示す。 

注）斜め文字 はスマートシティ関連事例以外のまちづくりに活用可能な技術を示す。 

 

 

 

  



1-4 

 

(2)  まちづくりに適用可能な新たな技術の整理 

(1) で整理した事例をもとに、都市再生安全確保計画等の実行性を高めるために、ま

ちづくりに適用可能な新たな技術を下記の通りに整理した。 

 

事例の構成 

【データプラットフォーム】 

海外 

 バーチャル・シンガポール(シンガポール) 

 ロンドン・データストア(ロンドン) 

 スマート・ダブリン(ダブリン) 

 シティ・デジタル(シカゴ) 

 Data SF(サンフランシスコ) 

 サイドウォーク・トロント(トロント) 

国内 

 ICT 活用プラットフォーム(札幌市) 

 データ利活用基盤サービス(加古川市) 

 横浜市スマートシティプロジェクトにおける CEMS の導入(横浜市) 

 

【要素技術】 

VR・AR・MR 

 VR 消火体験シミュレータ(大阪ビジネスパーク等) 

 VR 防災体験車による災害疑似体験 

 VR を活用した地震火災時の行動検証[実証実験] 

ロボット・ドローン 

 ドローンの自動飛行を活用した一般参加型災害対応[実証実験](新宿駅西口) 

 AI 警備ロボ「ペルセウスボット」[実証実験](西武新宿駅) 

 災害時対応ロボット Quince[研究開発] 

 警備ロボット Reborg-X 

情報収集、共有、伝達 

 群衆行動解析技術を用いた総合防災システム(豊島区) 

 高度自然言語処理技術を活用した SNS 解析[研究開発] 

 災害ダッシュボード[実証実験](大丸有) 

 うめちかナビ [実証実験](梅田駅地下街) 

 地下空間における ICT 活用[実証実験](札幌駅地下街) 

 ICT を活用した見える化による地域活性化とバスサービスの維持確保(川越

市) 
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 マイカー空席「見える化」による過疎地の交通課題解決(北海道天塩町) 

 千葉市民協働レポート ちばレポ(千葉市) 

 おもてなしガイド 

 Link Ray 

 カメレオンコード 

 防災 TUMSY 

 myWorld 

 対面ホンヤク 

 SNS 連携 緊急情報配信サービス 

 V-LOW マルチメディア放送を用いた広域避難誘導(加古川市) 

 ラインワークス 

 防災チャットボットを活用した災害情報収集[実証実験](神戸市) 

 サイネージ一斉配信システム[実証実験]（竹芝地区） 

 City Watch 

その他 

 メガホンヤク(大阪ビジネスパーク等) 

 観光・防災 Wi-Fi ステーション 

 AI を活用した無人決済店舗[実証実験]（JR 赤羽駅） 

 AI を活用したインタビューボットで公共施設マネジメントの合意形成支援

(新潟市) 

 配電機器を活用したデジタルサイネージ(JR 田町駅等) 

 独立電源通信網みまもりロボくん III 実験機(NTN ハイブリッド街路灯)[実証

実験] 
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表 1-3 事例整理のフォーマット内の用語 

まちづくりのフェーズ 

課題把握 都市におけるハード面(インフラ、都市施設等)、ソフト面(政策、事業)

の状況と課題の把握 

計画策定 課題を踏まえた新たな計画の策定と既存の計画の更新 

合意形成 計画策定に必要となる市民や地権者、事業関係者等の合意形成(周知、意

識情勢) 

事業化 計画を踏まえた事業化、整備 

運用 運用時における維持管理、エリアマネジメント等 

分野 

交通 公共交通、渋滞解消、歩行者回遊等 

防災・防犯 不燃化、避難、浸水津波対策、帰宅困難者対策等 

低炭素化 省エネ、再生可能エネルギー、低炭素転換等 

再開発 

活性化 

再開発事業、市街地活性化等 
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1)  データプラットフォーム 

① 海外 

バーチャル・シンガポール(シンガポール) 

関係事業者 

 

シンガポール国立研究財団、土地管理局、情報通信開発庁、ダッソーシ

ステムズ 

適用エリア 

[エリア規模] 

シンガポール[国、都市] 

概要 

背景・目的 

シンガポールでは 2014 年からデジタル技術を活用して国民の生活を豊かにする「スマ

ートネーション構想」の一環で「バーチャル・シンガポール」の整備を進められてきた。

バーチャル・シンガポールとは 3 次元都市モデルを利用したデータプラットフォームで

あり、センサーネットワークを張り巡らすことによって分野横断的にデータを収集し、

様々な課題解決にデータを活用している。 

  

 

概要・効果 

IoT 機器の整備 

 政府主導で街中にリアルタイムで情報収集可能な IoT 機器(交通量センサー、電力・ガ

ス・水のスマートメーター、騒音センサー、振動検知センサー等)を整備している。これ

らの機器から収集した分野横断的なデータにより、市民のニーズに対応したきめこまや

かなサービスの提供を目指している。 

 

バーチャル・シンガポールの用途の例 

 協同と意思決定 

 バーチャル・シンガポールでは政府機関からのデータ、3D モデル、インターネットか

らの情報、IoT デバイスからのリアルタイムの動的データなど、さまざまなデータソース

を統合している。このプラットフォームにより、各機関が同じ近隣にあるさまざまなプロ

ジェクトの計画と設計を共有してレビューすることができる。例えば、進行中のアップグ

レードまたはリノベーションプロジェクトに対して既存のランドスケープを視覚化する

ことを可能にし、これにより、各機関がそれぞれのプロジェクトを調和させ、全体的な設
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計と実装を最適化するために協力できるようになっている。 

 

 アクセシビリティの改善 

 バーチャル・シンガポールには、地形の属性（水域、植生、交通インフラなど）が含ま

れており、従来の 2D マップとは違って、地形、縁石、階段、斜面の急勾配などを表示す

ることができる。これにより高齢者や障がいを持った方々のためにバリアフリールート

や、サイクリングを楽しむためのルートを提示することができる 

   

 都市計画 

 バーチャル・シンガポールでは、たとえば周囲の気温や日照が一日を通してどのように

変化するかの分析データを提供することができる。これにより都市計画担当者やエンジ

ニアは新しい建物の建設による敷地内の温度や日照への影響について視覚化し、検討す

ることができる。 

 

 太陽エネルギー生産の可能性に関する分析 

バーチャル・シンガポールでは、建物の高さ、屋根の表面、日射量などのデータを入手

できる。これにより、都市計画担当者は、どの建物が太陽エネルギー生産の可能性が高い

かやソーラーパネルの設置に適しているかについて分析することができる。 

 

今後の展開 

2018 年にプラットフォームをリリース。今後は政府機関、大学、パートナー企業との協

力のもと、モデリングやシミュレーションのニーズにバーチャル・シンガポールを活用す

るための開発が進行される。 

出典：シンガポール国立研究財団 
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ロンドン・データストア(ロンドン) 

関係事業者 

 

グレーター・ロンドン・オーソリティ、IBM、シーメンス、ボーダフォン 

適用エリア 

[エリア規模] 

ロンドン[都市圏] 

概要 

背景・目的 

ロンドンでは近年人口集中による住宅や雇用創出が課題になっており、スマート・ロン

ドン政策のもとデジタル技術による課題対応が進められている。その一環でリリースさ

れたロンドン・データストア(London Data Store)はグレーター・ロンドン・オーソリテ

ィ（GLA、イングランドのグレーター・ロンドンにおいて最上位に位置する地方自治体）

の所有するオープンデータ・プラットフォームであり、500 を超えるデータセットを提供

している。週 1 回ペースでブログを公開して都市の課題に対応するためのデータの使用

方法を説明するなどして、月間 45,000 人の訪問を目指している。これまで 450 以上の交

通・輸送アプリケーションが独自に作成された。 
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概要・効果 

ロンドン・データストアによるアプリケーション開発の例 

 シミュレーティング・ロンドン 

ロンドン・データストアをもとに作成された 3D モデルとデータシステム。このモデル

により、地上と地下の両方のロンドンのスナップショットビューを提供することを目的

としており、リンクされたデータとして知られているデータセットを結合し、次のレベル

の都市ベースのアプリケーション用に視覚化することを可能にしている。 

 

 インフラストラクチャ・マッピング 

オンライン・データベースとして作成。過去数ヶ月にわたり、ロンドン開発データベー

スと Barbour ABI データを使用した計画活動に関する追加情報を使用し、計画・整備さ

れた開発事業をマッピングしている。開発の総

体的な影響、公益事業のより大きな調整の可能

性、短・長期のロンドンの成長に対応する道路、

エネルギー、廃棄物、水道システムの能力を考

慮し、インフラ計画・整備に関してより合理的

で前向きなアプローチを支援している。また、

短・中期的にインフラ関連事業者からの情報を

統合して、将来の投資決定を計画・予測。さら

に、人口推計、グリーンベルト境界、予想され

る機会エリアの境界線などの情報を階層化し

ている。 

今後の展開 

ロンドンは大学や企業(インテル、IBM 等)と協力し、「ICT ラボ」としてイノベーション

や技術の研究所に対し毎年 1 億€を提供。今後はスマートインフラを構築することに焦点

を当てたデモプロジェクトを展開する。 

出典：ロンドン・データストア、グレーター・ロンドン・オーソリティ 
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スマート・ダブリン(ダブリン) 

関係事業者 

 

ダブリン市、IBM、インテル 

適用エリア 

[エリア規模] 

ダブリン市[市] 

概要 

背景・目的 

 スマート・ダブリンではスマートエコノミ、スマート交通、スマート環境、スマートラ

イフ、スマートシチズン、スマートガバメントの 6 つのテーマを設定しており、行政や

民間事業者、市民を含んだ幅広いステークホルダーの連携によって市民生活の向上を目

指している。市内には IoT を利用したコネクテッドインフラが設置されており、センサ

ーによる情報収集だけでなく、各インフラが情報を踏まえた動作可能となっている。ま

た、オープンデータ・プラットフォームである Dublinked はリアルタイムセンサー等か

ら集めたデータを開発者、研究者、公共機関等がアクセスできるようにダッシュボードを

公開しており、企業等の開発者向けには API を提供することによってアプリケーション

開発を促進させている。 
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概要 

 市内に設置されているコネクテッドインフラとして、下記のような機器が挙げられる。 

 スマート照明 

 スマートグリッド街灯 

 内臓スピーカー(CPS) 

 デジタル道路標識 

 プッシュトークシステム(緊急用) 

 無線デュアルバンドのメッシュネットワークトランシーバー 

 センサーフュージョン（センサー） 

 電子看板 

 スマートゴミ箱 

 廃棄物の自動圧縮 

 ゴミ箱からのデータ送信(容量が 85%を達成すると自動的に作動) 

 

 
今後の展開 

2018 年にダブリン市議会とソフトバンク株式会社がスマートシティ化に向けた連携協定

を締結。ソフトバンクはグローバル IoTプラットフォームをダブリンに試験的に導入し、

実証実験を行う。両者は、他の都市でも規模に合わせて容易に展開可能なソリューション

を導き出すことを目指している。 

出典：Smart Dublin、ソフトバンク 
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シティ・デジタル(シカゴ) 

関係事業者 

 

シカゴ市、アクセンチュア、ゼブラ・テクノロジー、モトローラ、キャ

ピタラー、マイクロソフト、AT&T 

適用エリア 

[エリア規模] 

シカゴ市[市] 

概要 

背景・目的 

シカゴ市は鈍化する経済成長の打開策として、デジタル分野での新サービス/新事業創

出を通じた経済発展を目的にした、「シカゴテックプラン」を市長主導で 2013 年に発表

し、現在も同市長のもとで推進している。他都市同様に、行政が保有する公的データの開

示に加え、Array of Things という街中に環境センサーを設置する取り組みを通じて収集

したリアルタイムデータ、311 という市民窓口に電話およびアプリ経由で収集される問

合せの記録データを全て開示している。 

 

概要 

 データ活用サービスであるシカゴ・スマートデータ・プラットフォームでは政府が保有

するデータをリアルタイムに収集し、データ分析をおこなっている。 

 このデータプラットフォームで収集されるデータは大きく下記の 3通りに分類される。 

 公的データ 

年別の犯罪やスピード違反の車輌、家計調査など、各行政サービス、行政業務を通じ

て作成されるデータ 

 市民からの問い合わせデータ 

サンフランシスコ市が主導で市民窓口の一本化し、生活インフラの問題や交通イン

フラの問題、近隣住民との問題等を地理情報と併せて蓄積している 

 環境センサーデータ 

シカゴ市が独自に導入した IoT 活用のセンサー(Array of Things)を通じて情報を収

集。収集可能なデータは空気の温湿度、路面温度、照度、騒音、交通量など。 
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今後の展開 

 今後の展開として、データプラットフォームで作り上げたアルゴリズムや知見を他の

機関や都市間で共有化し、新たなサービスの創出への促進を狙っている。 

出典：Github “Array of Things” 
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Data SF(サンフランシスコ) 

関係事業者 

 

サンフランシスコ市、カリフォルニア大学バークリー校、MITメディア・

ラボ、Cisco 

適用エリア 

[エリア規模] 

サンフランシスコ市[市] 

概要 

背景・目的 

サンフランシスコ市では公共サービスの向上を目的として、行政情報を無償提供する

“Data SF”と呼ばれるデータプラットフォームを整備。また、市内の交通・輸送能力を

高める SECAV(Shared, Electric, Connected and Automated Vehicles)構想ではセンサー

による渋滞緩和や駐車スペースの最適化だけでなく、データの利活用によるシェアリン

グサービスの向上なども市によって推進されている。 

 

概要 

 Data SF 

 市の行政データを公開するポータルであり、データは「経済とコミュニティ」「都市経

営と倫理」「交通」「公共安全」「健康と社会福祉」等に分類されている。また、データを

直接利用できる APIも提供されており、新たなサービスの創出の促進につなげている。 
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 SECAV構想 

 各種センサー(路上センサー、車載センサー)や、接続技術、自動化といった要素技術の

もと、物流の効率化やスマート・グリッドだけでなく、サービス・プラットフォーム(経

路案内、予約・支払い等の統合的なサービス提供)やシミュレーション等のスマート交通

に関するイノベーションが目指されている。 

 

 

今後の展開 

SECAV 構想では今後のモビリティサービスの向上により、交通死亡事故をゼロにするこ

とや、大気汚染等の環境影響の最小化、駐車場利用の最適化等が目指されている。 

 

出典：Data SF、San Francisco Municipal Transportation Agency 
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サイドウォーク・トロント(トロント) 

関係事業者 

 

トロント市、アルファベット 

適用エリア 

[エリア規模] 

Waterfront Toronto[地区] 

概要 

背景・目的 

トロントのダウンタウンの南東に位置する Waterfront Toronto を対象として、アルフ

ァベットのウォークラボは、Waterfront Toronto 発行による RFP に応じて契約を締結。

最先端の建築技術、自動運転、天候を活かしたエネルギーシステム、その他のイノベーシ

ョンを使って、生活地域をゼロから構築。コネクテッドテクノロジーに焦点を当てて、手

頃な価格でアクセスできることも目標としている。 

 

概要・効果 

対象地域は、数万人が生活、仕事、学習、憩いの場として利用することになる。そのよ

うな環境でよりよい都市生活を送れるようにするため、持続可能で環境に優しいエネル

ギーシステム、道路の安全を向上させる自動運転による移動手段、住宅コストを低減でき

る建築方法など、新しい技術やアイデアを活用する。 
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今後の展開 

共同開発の計画および試験段階の第 1 フェーズでは、5000 万ドルを投入する予定。ど

のような開発が実施可能かを検討する材料として、Sidewalk Labs はウェブサイトで

Sidewalk Torontoのビジョンを公開。Waterfront Toronto ともに、インフラおよび交通

システムの改善や、比較的安価な居住地区と柔軟性の高い商業地区のモデル策定などの

検討に取り組む。 

出典：Side Walk Tront 
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② 国内 

ICT 活用プラットフォーム(札幌市) 

関係事業者 

 

札幌市、一般社団法人さっぽろ産業振興財団、NTTデータ、北海道大学、

他 

適用エリア 

[エリア規模] 

札幌市[市] 

概要 

背景・目的 

2017 年に策定された札幌市 ICT 活用戦略に基づくオープンデータの利活用を推進す

る取り組みとして札幌市 ICT 活用プラットフォームが構築された。 

 

概要・効果 

 過去の災害記録や将来推計人口など札幌市が保有するデータと民間企業から収集した

データを利用できるデータカタログと、各種データを分析し交通機関の運行状況等を地

図やグラフを用いて表示するダッシュボードで構成されている。 

 このシステムが市民や企業、大学等に活用されることにより、生活の利便性向上や新た

なサービスの創出、研究開発等に繋がることが期待されている。 

 

 



1-20 

 

 

 

今後の展開 

さらなる官民データの拡充化を図るとともに、データを利活用する人材を育成するプ

ログラムを開催するなど、蓄積されたデータ利活用の可能性を広げていくことを目指し

ている。 

出典：札幌市、一般社団法人さっぽろ産業振興財団 
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データ利活用基盤サービス(加古川市) 

関係事業者 

 

加古川市、総務省、日建設計総合研究所、日建設計シビル、NEC、フュー

チャーリンクネットワーク、システムリサーチ、ALSOK、日本郵便、本田

技研工業 

適用エリア 

[エリア規模] 

加古川市[市] 

概要 

背景・目的 

 加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略において「暮らしの安全・安心を守るととも

に、地域と地域を連携する」ことを目標に設定。それを踏まえ、安全安心のまちづくりに

係るデータを活用したスマートシティのあり方検討事業が進められ、複数分野のデータ

を収集し分析をおこなうプラットフォームが整備された。 

 

概要・効果 

 EU で開発・実装された基盤ソフトウェア「FIWARE」を活用し、様々な分野のデータを

統合したデータ利活用プラットフォームを構築。 

また、「かこがわアプリ」では高齢者やこどもに見守りタグを携帯させ、郵便車両に見

守りタグ検知機器を搭載することにより、人流把握を行う。また緊急時には市から重要な

知らせをプッシュ通知で受け取ることができる。これらの技術を活用し市民との協働に

よるまちづくりや、さらなるセキュリティ向上を目指している。 
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今後の展開 

 市のインフラを活用したサービス領域の拡張や、カメラ画像をまちづくりへ活用、市民

への活用例の提示などが取り組み課題として挙がっている。 

出典：加古川市 
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横浜市スマートシティプロジェクトにおける CEMS の導入[実証実験] 

関係事業者 

 

経産省、横浜市 

適用エリア 

[エリア規模] 

横浜市[市] 

概要 

背景・目的 

 経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証」において、横浜市を対象に地域

エネルギーマネジメントシステムが導入されている。 

概要・効果 

既成市街地を含め、複数エリアにおけるエネルギーの需給を一元的に管理するこによ

り、地域一体でエネルギーマネジメントを行うことができる。 
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出典：横浜市スマートシティプロジェクト 
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2)  要素技術 

① VR・AR・MR 

VR 消火体験シミュレータ(大阪ビジネスパーク等) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●     

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

NEC、NECネッツアイ、MXモバイリング 

適用エリア 

[エリア規模] 

（防災訓練等において使用） 

概要 

背景・目的 

 

 

概要・効果 
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今後の展開 

 

 

出典：NEC 

  



1-27 

 

VR 防災体験車による災害疑似体験 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●     

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

東京消防庁 

適用エリア 

[エリア規模] 

（防災訓練等において使用） 

概要 

背景・目的 

モーションシートによる各種演出及びヘッドマウントディスプレイのバーチャルリア

リティ映像で“これまでにない臨場感あふれる災害疑似体験”を都内全域で可能にするこ

とにより、都民の防災意識の高揚を促進し、訓練参加に繋げていくための専用大型車両。 

概要・効果 
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今後の展開 

 都内で行われる防災訓練やイベントなどに用いられ、都民の防災意識の高揚を促進し、

訓練参加につなげていくことを目指している。 

出典：東京消防庁 
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VR を活用した地震火災時の行動検証[実証実験] 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●     

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

総務省、東京大学 

適用エリア 

[エリア規模] 

（防災訓練等において使用） 

概要 

背景・目的 

 総務省消防庁の「消防科学技術研究推進制度」において、VR を活用した地震火災時の

行動検証を実施。360 度の仮想現実が体感できるヘッドマウントディスプレーをつかっ

て、首都直下地震に伴う火災で大規模な被害が懸念される東京・山の手地区を再現。 

概要・効果 

仮想現実内で火災を発生させて、被験者が煙や火がどの程度近づいたときに避難する

かなどを検証する。結果について地震火災が発生した際の避難先として東京都が指定す

る場所の改定作業などに反映する。 

 

今後の展開 

今後は現実の人の避難行動を地図上で再現するシミュレータについて、実験結果を基

に構築し、避難場所の検討で使えるようにすることを計画している。また東京都では避難

場所での活用を目指している。 

出典：日刊工業新聞 
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② ロボット・ドローン 

ドローンの自動飛行を活用した一般参加型災害対応[実証実験](新宿駅西口) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

新宿区、損害保険ジャパン日本興亜株式会社、SOMPO リスケアマネジ

メント株式会社、工学院大学、株式会社理経 

適用エリア 

[エリア規模] 

新宿駅西口 

概要 

背景・目的 

チーム・新宿(損害保険ジャパン日本興亜株式会社、SOMPO リスケアマネジメント株

式会社、工学院大学、株式会社理経及び新宿区)は、合同で新宿西口エリアにおいて、ド

ローンを活用した災害時の情報収集及び滞留者誘導の仕組みの開発・実装を推進。新宿中

央公園においてドローンを自動飛行させ、約 550m 離れた工学院大学では、ドローンが撮

影したデータを分析し、その結果を基に音声による情報提供を実施した。 

 

概要・効果 

 新宿中央公園における実証実験は下記の通り実施された。本実証実験を通じて、これま

での地域連携訓練等の活動のなかで浮かび上がった情報連絡・共有等の課題について解

決策が検討された。 

 

 

出典：工学院大学 
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AI 警備ロボ「ペルセウスボット」[実証実験](西武新宿駅) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

東京都立産業技術研究センター、西武鉄道、日本ユニシス、アースアイ

ズ 

適用エリア 

[エリア規模] 

西武新宿駅[駅構内] 

概要 

背景・目的 

2020 年に向けて訪日観光客の増加に伴い、首都圏の駅など公共交通機関において安全

性向上や駅係員の警備・管理業務の軽減が課題となっており、その解決策の一つとして警

備ロボットの導入である本実証実験が行われた。 

概要 

 本実証実験では駅構内でのロボットによる巡回警備をとおして、踏破力の確認や不審

者・不審物検知などの検証が行われた。 

 

今後の展開 

 本実証実験で得られた結果をもとに、2020 年を目標

に駅や空港など公共交通機関施設における安全性向

上、業務負荷軽減を実現する AI監視カメラ搭載警備ロ

ボットの普及を目指している。 

 

 

出典：日本ユニシス、毎日新聞 
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災害時対応ロボット Quince[研究開発] 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

東北大学 

適用エリア 

[エリア規模] 

(被災地での活用が想定されている) 

概要 

背景・目的 

 東北大学 田所研究室では被災地におけるレスキューロボット・レスキューシステムの

研究開発が進められており、その一環として地下街や半倒壊した建物を探査するロボッ

トシステム Quince が開発された。 

 

概要・効果 

 Quinceの機能概要及びその効果は下記の通りである。 
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出典：東北大学 
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警備ロボット Reborg-X 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

ALSOK 

適用エリア 

[エリア規模] 

[施設内] 

概要 

背景・目的 

 来訪者への対応や不審者の検知が求められるビル等において、カメラを搭載した自律

走行可能な警備ロボットにより来訪者への自動的な対応と映像情報の収集を行う。 

 

概要・効果 

カメラで常時録画をし、不審者などを察知することができる。液晶タッチパネルと音声

を利用して案内することが可能。またオペレーターと通信接続することもできる。 
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出典：ALSOK 
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③ 情報収集、共有、伝達 

群衆行動解析技術を用いた総合防災システム(豊島区) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●     

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

● ●    

関係事業者 

 

豊島区、NEC 

適用エリア 

[エリア規模] 

豊島区[区] 

概要 

背景・目的 

 豊島区は東日本大震災を踏まえ総合的な震災対策を推進してきた。こうした取り組み

の中、NEC の開発によって区に防災カメラで撮影された群衆映像から混雑状況の把握・

異変検地をおこなう「群衆行動解析技術」を用いたシステムを導入した。 

 

概要・効果 

画像認識技術をベースにした「群衆行動解析技術」により、人と人が重なるような混雑

時も群衆の状況を高精度に以上混雑・滞留状況を把握する。異常が発生した場合は職員へ

アラート通知され、支援要請や情報発信などを迅速い行えるようになる。また混雑状況の

監視に係る職員の業務負荷を軽減することも可能となる。 
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今後の展開 

 人流の見える化の次の段階として、混雑状況の予測シミュレーションに関する技術開

発を信仰。将来的には 30 分先までの 10 万人の来街者の流れを予測、目的地まで混雑の

無い最適な移動経路を算出することを目指している。 

 また避難所運営にも展開し、「避難者数・属性・年齢層」を迅速に災害対策本部へ定期

報告を実施するような使用方法も考えられている。 

 

出典：NEC 
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高度自然言語処理技術を活用した SNS 解析[研究開発] 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構(NICT)、NEC、アビームコンサルティ

ング 

適用エリア 

[エリア規模] 

規定なし 

概要 

背景・目的 

 高齢化社会、国及び国民の安全・安心の確保、自然災害への対応を図るため、知識体系

や人間活動における言葉・会話をコンピューターに自然言語処理させることが期待され

ている一方、AI 技術である自然言語処理技術は、大規模な計算機資源や長年のコーパス・

辞書等に係る研究実績を要する基盤的な技術であることから、総務省では国立研究開発

法人情報通信研究機構(NICT)のこれまでの研究開発成果を活用しつつ、具体的な利活用

分野において自然言語処理技術を利用できる「高度自然言語処理プラットフォーム」の研

究開発を推進している。 

概要 

 防災や災害医療、保健衛生、警備・セキュリティなどの様々な分野で自然言語処理技術

を利用できるプラットフォーム。SNS などに投稿されたインフラ等の被災状況、避難者

状況、帰宅困難状況等の情報をリアルタイムで解析し利用者に提供する。 
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今後の展開 

 本プラットフォームで処理する情報は、地震計などの各種センサー情報と補完的に利

用することができる。本研究開発においても、国立研究開発法人防災科学技術研究所が開

発した府省庁連携防災情報共有システムなどが提供するセンサー情報との連携、重ね合

わせ等の研究を進めている。 

出典：NEC 
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災害ダッシュボード[実証実験](大丸有) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

三菱地所、アイ・ピー・エル 

適用エリア 

[エリア規模] 

大丸有(大手町・丸の内・有楽町)エリア[地区] 

概要 

背景・目的 

 大丸有エリアにおける防災の取り組みとして、鉄道・不動産事業者等での災害時の状況

把握、帰宅困難者対策、負傷者対応などに応用するために「災害ダッシュボード」を使い、

帰宅困難者対応訓練が実施された。 

概要 

 災害対策を担う官(千代田区)・民(鉄道事業者・ビル事業者など)が利用対象想定とされ

ており、クラウド型の情報共有システムによって大丸有周辺の LIVE 映像と負傷者当の

位置情報を収集する。また SNS でのメッセージ共有機能やワンストップで Twitter のオ

ープン情報を収集する機能も搭載している。 
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今後の展開 

 事業者ヒアリングや実証実験から得られた災害時の課題や、エリア内の就業者・来街者

に向けた情報発信について今後検討し更なる災害対策の強靭化へつなげていく。 

出典：三菱地所 
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うめちかナビ [実証実験](梅田駅地下街) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

G 空間システムコンソーシアム：立命館大学、クウジット株式会社、メ

タプロトコル株式会社、中央復建コンサルタンツ株式会社、株式会社イ

ンフラレッド 

適用エリア 

[エリア規模] 

梅田駅地下街[地下空間] 

概要 

背景・目的 

 大阪駅・梅田駅周辺地区では災害発生時に施設管理者の対応、施設利用者の避難などが

迅速に実施される必要があり、また、地下空間は、接続する複数の鉄道会社や施設によっ

て管理されているため、災害時にはそれぞれの管理者の連携が求められています。本コン

ソーシアムでは、地下空間の屋内測位技術とセンシング技術により、防災センターでの災

害時行動計画を支援する「G 空間地下街防災システム」を構築された。 

概要・効果 

地下街に G 空間情報機器(Wi-Fi や BLE ビーコン)を設置することにより、スマートフ

ォンを通じて人流情報を収集。また、GPS が利用できない地下空間においても施設利用

者は機器を通じて自身の正確な位置を把握し、且つ災害情報を受信することができる。 
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出典：立命館大学 
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地下空間における ICT 活用[実証実験](札幌駅地下街) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

   ●  

関係事業者 

 

札幌市、一般社団法人さっぽろ産業振興財団、NTTデータ、北海道大学、

他 

適用エリア 

[エリア規模] 

札幌駅周辺地下街[地下空間] 

概要 

背景・目的 

 札幌駅前通地下歩行空間のような地下空間では、地上と地下が行き来しづらい、地下で

今いる位置が地上のどこなのかわかりづらい、といった課題が指摘されている。このよう

な背景を受け、都心部地下空間における人流や属性データを活用し、これらの課題を解決

する等により都心の魅力向上につなげることを目的とし、事業の一環としてまち歩きを

便利にするアプリ「さつちか」や、地下空間の通行人数をカウントする人流センサー等の

インフラ整備が進められてきた。 

 

概要・効果 
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1-46 

 

 

 

出典：札幌市、東京大学 
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ICT を活用した見える化による地域活性化とバスサービスの維持確保(川越市) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●     

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

●     

関係事業者 

 

川越市、イーグルバス 

適用エリア 

[エリア規模] 

川越市[市] 

概要 

背景・目的 

少子高齢化が進行する昨今、運輸事業だけで地域の足の確保は不可能であり、包括的施

策、地域づくりの一つとしてのバス事業を考える必要性が求められている。バス運行デー

タ（利用者がいるか、いないか。遅延状況 等）顧客ニーズ、コスト条件などを、ICT 支

援により、「見える化」する仕組み（ハード、ソフト、プロセス）を構築する。 

 

概要・効果 

 川越市における本サービスの概要及び期待される効果は下記の通りである。 

 

出典：川越市・イーグルバス株式会社 
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マイカー空席「見える化」による過疎地の交通課題解決(北海道天塩町) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●     

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

●  ●   

関係事業者 

 

北海道天塩町、notteco 

適用エリア 

[エリア規模] 

北海道天塩町―稚内市[都市間] 

概要 

背景・目的 

 病院などの生活インフラが遠く離れており、公共交通サービスが不足している天塩町・

稚内市において、ICT を活用したマイカーの空席の「見える化」を行っている。 

 

概要・効果 

 天塩町・稚内市における本サービスの概要及び期待される効果は下記の通りである。 

 

出典：北海道天塩町 
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千葉市民協働レポート ちばレポ(千葉市) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

● ●    

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

   ●  

関係事業者 

 

千葉市、東京大学 

適用エリア 

[エリア規模] 

千葉市[市] 

概要 

背景・目的 

千葉市は公共インフラの不具合対応状況を市民になかなか認識してもらえず、緊縮財政

等で老朽化したインフラを限られた人数で維持管理・更新することが課題になっていた。 

公共インフラの不具合を市民がアプリを使って、位置情報、写真、動画、で報告すること

により、不具合状況が「見える化」されることで、千葉市と市民が協力して地域のインフ

ラ管理に取り組む意識が生まれる。 

 

概要・効果 

  千葉市における本サービスの概要及び期待される効果は下記の通りである。 
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出典：千葉市 
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おもてなしガイド 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

   ● ● 

関係事業者 

 

ヤマハ 

適用エリア 

[エリア規模] 

[交通、商業施設内等] 

概要 

背景・目的 

増加する訪日外国人観光客に対しての日本語音声情報をいかに効果的に伝えていく

か、また高齢者や聴覚障がい者の方が暮らしやすい社会を目指すうえで、音声情報を分か

りやすい形で伝えていくことが重要となっている。本技術は、交通機関や商業施設におけ

るインバウンド、バリアフリー施策として日本語のアナウンスを流すだけで多言語化さ

れた情報や文字情報をユーザーのスマートフォンに提供することができる。 

 

概要・効果 

施設内で流れる自動放送や肉声アナウンスを音声認識し、テキスト情報化したものを、

さらに可聴領域外の音に変換してスピーカーから流すことで、スマホからその音を拾い、

そのテキスト情報を表示させる。 
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出典：ヤマハ 

 

  



1-53 

 

Link Ray 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

   ● ● 

関係事業者 

 

パナソニック 

適用エリア 

[エリア規模] 

[交通、商業施設内等] 

概要 

背景・目的 

 インバウンド対応が必要な公共交通機関や、美術館・博物館における展示品の紹介、商

業施設での広告など、情報の付加が求められる場面において、デジタルサイネージ等から

発信される光 ID を、スマートフォンを通じて読み込むことにより、来街者にプラスアル

ファの情報を発信する。 

 

概要・効果 

デジタルサイネージ等から発信される ID をスマートフォンで受信することにより、利

用者は URL を取得。URL 先にジャンプして web サイトや動画等のコンテンツを得るこ

とができる。また、拡張機能ではログ解析を通じて動線情報を確認したり、AR を活用し

たナビゲーションを利用したりすることも可能。 
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出典：パナソニック 
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「カメレオンコード」を活用した避難者情報・物資情報管理 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●   ● 

関係事業者 

 

NEC ネッツエスアイ 

適用エリア 

[エリア規模] 

[交通、商業施設内等] 

概要 

背景・目的 

 工場・プラント等の災害発生時に、「各地区避難場所の不明者が分からない」「目視確認

では時間がかかる」というような問題に対し、避難者情報を正確・速やかに収集・共有さ

れることが求められる。そのような状況において本技術を用いることにより負傷者救助・

不明者捜索等の次のアクションへ移行することができる。 

 

概要・効果 

 避難者情報(性別、年齢、負傷等)や物資の情報(種類、個数等)を紐づけたコードをスマ

ートフォンやタブレットを通じて読み込む。入力された情報は災害対策本部で一元的に

管理し、必要に応じて要配慮者等へ特別な措置を行う。この機能を活用することにより、

避難者の受け入れ時における混乱を軽減させ、各施設において要配慮者を把握すること

により、きめ細やかな対応へとつなげることができる。 
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出典：NECネッツエスアイ 
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防災 TUMSY 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

● ●    

関係事業者 

 

東京ガスエンジニアリングソリューションズ 

適用エリア 

[エリア規模] 

[市区町村] 

概要 

背景・目的 

東京ガスがガス導管を管理することを目的に開発した地理情報システムであり、カメ

ラ、水位計等の各種センサーから得た情報や、無線、PC、スマホの情報(備蓄物資の入出

庫等)を集約し、防災関連機関と情報共有が可能。 

 

概要・効果 

収集した情報をもとに建物被害ステイや液状化被害推定、火災延焼、浸水、徒歩到達圏

のシミュレーションが可能。 
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出典：東京ガスエンジニアリングソリューションズ 
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myWorld 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

● ●    

関係事業者 

 

IQGeo, NECネッツエスアイ 

適用エリア 

[エリア規模] 

[市区町村] 

概要 

背景・目的 

 土地勘のない応援者対応や状況把握が困難という災害時の状況に対し、リアルタイム情

報の共有や、現場との情報のやりとりの向上のために開発された。 

 

概要・効果 

既存の GIS データや写真・映像等の現場情報だけでなく、渋滞情報、気象情報、航空

写真等の Web オープンデータについても集約し、共有することができる。また、

GoogleMaps スタイルのインターフェースで分かりやすく、直感的に操作可能。またスマ

ホでも専用アプリをインストールする必要が無く、ブラウザで利用可能。 
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出典：NECネッツエスアイ 
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対面ホンヤク 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

   ● ● 

関係事業者 

 

パナソニック 

適用エリア 

[エリア規模] 

[施設内] 

概要 

背景・目的 

 近年増加する訪日外国人への対応として、施設内における対面式の翻訳コミュニケーシ

ョン手段として開発された。 

 

概要・効果 

対面式で日本語と外国語をリアルタイムに翻訳してやり取りする。また、画像検索や地

図検索、コンテンツの呼び出しにも対応。 
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出典：パナソニック 
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SNS 連携 緊急情報配信サービス 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

●    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

パナソニック 

適用エリア 

[エリア規模] 

規定なし 

概要 

背景・目的 

 膨大な情報が流れる Twitter 等の SNS 情報に対し、AI を活用することに緊急情報と

思われる投稿のみを抽出する。 

 

概要・効果 

最新の情報を常に自動更新する。また、画像・映像解析技術によって災害の種類(火災

等)を識別することも可能。 
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出典：パナソニック 
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V-LOW マルチメディア放送を用いた広域避難誘導(加古川市) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

ジャパンマルチメディア放送、NEC 

適用エリア 

[エリア規模] 

加古川市[市] 

概要 

背景・目的 

 テレビの地上デジタル放送への移行に伴って空いた放送波を利用した情報伝達手段で

ある「V-LOW マルチメディア放送」を活用し、自治体レベルでの災害情報の発信を行う。 

 

概要・効果 

V-ALERT(V-LOW マルチメディア放送の放送波を使って、自治体が情報伝達すること

ができるシステム)を利用し、自治体内でより細かくエリアを分けて、ピンポイントの情

報伝達を行う。発信されたプッシュ型の情報はデジタルサイネージを通じて市民に伝達

される。また、鍵の開錠もこの通信伝達によって可能となっている。 
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出典：ジャパンマルチメディア放送 
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ラインワークス 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●   ● 

関係事業者 

 

ライン、ワークスモバイル、NICT 

適用エリア 

[エリア規模] 

規定なし 

概要 

背景・目的 

既存の SNS アプリ「LINE」を活用した情報連携システム。事業者間の連絡手段や、

災害時における専用アカウントから市民への情報発信手段として利用される。 

 

概要・効果 

事業者間の連絡手段としても利用することにより、迅速な情報連携に繋がる。また、市

民から発信された情報を分析することにより、災害情報を収集することも可能。 

下記は大阪市での導入事例。 
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出典：ライン 
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防災チャットボットを活用した災害情報収集[実証実験](神戸市) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

国立研究開発法人防災科学研究所(NIED)、ウェザーニューズ、NICT、ラ

イン、神戸市 

適用エリア 

[エリア規模] 

神戸市[市] 

概要 

背景・目的 

 阪神・淡路大震災と同規模の地震が発生した想定のもと、災害情報を収集する実証実験

を神戸市役所にて実施。LINE 上の防災チャットボットアカウントを通じて情報収集・一

元化を行った。 

 

概要・効果 

防災チャットボットアカウントに神戸市の職員が災害の被害状況を伝達し、災害 SNS

情報分析システム「DISAANA」及び災害状況要約システム「D-SUMM」を介して、情報

の種類ごとの類型化及び地図上に可視化する。チャットボット経由で一部ユーザーにメ

ッセージを送り、デマ等の確認を行う。 

 



1-70 

 

 

出典：国立研究開発法人情報通信研究機構(NICT)  
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サイネージ一斉配信システム[実証実験](竹芝地区) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

NTT グループ、一般社団法人 CiP協議会、株式会社アルベログランデ 

適用エリア 

[エリア規模] 

竹芝地区[地区] 

概要 

背景・目的 

 個人の判断材料となる情報の発信が求められる一方、情報機器の運用を行える担い手

の不足が予想させる災害時において、災害情報を自動収集・一斉配信する。 

 総務省 2016 年度事業「IoT おもてなし環境実現に向けた地域実証に係る調査請負」の

一環として竹芝地区で実証実験が実施された。 

概要・効果 

災害に関する情報を web 上の情報を自動的に取得してサイネージ用のコンテンツに変

換し、各事業者のシステムを跨いで情報を配信する。情報配信の際、コンテンツを割り込

み表示させることができる。 

 これにより誰にでも確実に災害情報を配信することができ、状況に則した適切な避難

行動をサポートすることが可能となる。 

 



1-72 

 

 

 

出典：NTT  
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City Watch 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

電通、RC Solution、Streetmedia、NTT東日本 

適用エリア 

[エリア規模] 

規定なし 

概要 

背景・目的 

 「いつ起きるのか分からない災害」を持つリスクではなく、「日頃の安心・安全を確認

する心のゆとり」を手に入れる価値として、災害対応力を日常生活の中で強化していくこ

とを目指した防災情報配信チャンネル。 

 

概要・効果 

平時はいざというときの対応の啓発コンテンツとともに生活に役立つ情報を配信し、

緊急時(自身、津波、風水害、土砂災害、噴火、テロ、熱中症)にはアラートを配信する。 

市民の災害意識を日常から高めるとともに、災害時には緊急情報の配信により迅速な対

応をサポートする。 
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出典：電通  
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④ その他 

メガホンヤク(大阪ビジネスパーク等) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●    

関係事業者 

 

パナソニック 

適用エリア 

[エリア規模] 

大阪ビジネスパーク(防災訓練時の実証実験)[地区] 

概要 

背景・目的 

 空港など外国人観光客の多い施設・エリアにおいて、交通の運行状況や事故、災害時の

避難誘導における使用を想定して開発。大阪ビジネスパークの避難訓練時に使用された。 

 

概要・効果 

 発話内容を音声認識して画面表示し、定型文を選ぶことによって翻訳された音声を再

生する。日本語・英語・中国語・韓国語の 4ヶ国語に対応。公共交通機関でスタッフの負

担軽減や災害時の避難誘導に活用することができる。 
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出典：パナソニック 
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観光・防災 Wi-Fi ステーション 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●  ●  

関係事業者 

 

京セラ 

適用エリア 

[エリア規模] 

[街路上] 

概要 

背景・目的 

観光情報の配信や災害時の通信手段を確保する公衆無線 LAN システム。駅前などの公

共施設に Wi-Fi スポットを設置し、普段は地域住民や観光客に向けた公衆無線 LAN サー

ビスを提供するとともに、観光情報・行政情報の配信にも利用が可能。 

 

概要・効果 

 平常時には住民・観光客向け公衆無線 LAN サービスとして活用し、災害時には来訪者

や住民の災害時の通信手段を確保する。 

 

 

出典：京セラ 
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AI を活用した無人決済店舗[実証実験]（JR 赤羽駅） 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

    ● 

関係事業者 

 

JR 東日本、サインポスト 

適用エリア 

[エリア規模] 

JR 赤羽駅[駅構内] 

概要 

背景・目的 

 決済の短時間化による利便性向上を目的として、KIOSK 跡を活用した無人決済店舗設

置。JR 大宮駅での実証実験を踏まえ、商品認識率や決済認識率を向上させる。 

 

概要・効果 

 赤羽駅における実証実験の概要及び期待される効果は下記の通りである。 

 

 

出典：JR東日本 
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AI を活用したインタビューボットで公共施設マネジメントの合意形成支援(新潟市) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

  ●   

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

    ● 

関係事業者 

 

新潟市、三菱総合研究所 

適用エリア 

[エリア規模] 

新潟市[市] 

概要 

背景・目的 

 新潟市は、株式会社三菱総合研究所が実施する、人工知能（AI）を用いた「対話型ご意

見聞き取りサービス」により、住民の皆様とスマートフォン等を介した対話を通じて、公

共施設マネジメントにかかるご意見やニーズを把握できるか、対話が成立したかなどの

実用可能性を検証する実証実験を行った。 

概要・効果 

AI と対話するインタビューボットを用いて市民から対話しながら掘り下げられた意見

を多数かつ幅広く短期間に把握する。また、自由記述から意見を読み取ることで、多様な

考え方にも対応できるなど、合意形成に必要な情報を抽出する。 
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出典：新潟市、三菱総合研究所 
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独立電源通信網みまもりロボくん III 実験機(NTN ハイブリッド街路灯)[実証実験] 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

    ● 

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

  ●   

関係事業者 

 

NTN、大阪大学 

適用エリア 

[エリア規模] 

大阪大学[街路上] 

概要 

背景・目的 

 NTN と大阪大学共同の IT を用いた防災・見守り・観光に関する仕組みづくりに関する

研究において、「NTN ハイブリッド街路灯(現：グリーンパワーステーション」を用いた

「独立電源通信網みまもりロボくん III 実験機」の実証実験を実施。 

 

概要 

 自然エネルギー(風力・太陽光)で発電した電力を充電し、夜間に自動点灯する。防犯カ

メラ、Wi-Fi 通信、非常用電源により地域の子供たちの見守りや災害時の通信設備として

も活用可能。 
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今後の展開 

 今後の実証実験として、大阪大学に設置した実験機を用いて「みまもりロボくん III」

と「災救マップ」との接続実験、発電・蓄電量の確認、Wi-Fi 通信機器の稼働実験などを

行う。 

 

出典：NTN、日本経済新聞 
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配電機器を活用したデジタルサイネージ[実証実験](JR 田町駅前) 

まちづくりの 

フェーズ 

課題把握 計画策定 合意形成 事業化 

整備 

運用 

   ●  

分野 交通 防災・防犯 低炭素化 再開発 

活性化 

その他 

 ●  ●  

関係事業者 

 

パナソニック、東京電力グループ 

適用エリア 

[エリア規模] 

JR 田町駅前[街路上] 

概要 

背景・目的 

 JR 田町駅前において、配電地上機器を利用してデジタルサイネージを設置。平常時は

区政情報を配信し、災害時になると多言語で警報や注意情報を配信する。パナソニックと

東京電力グループ共同の smart street project の一環で開発。 

 

概要・効果 

 JR 田町駅前における実証実験の概要及び期待される効果は下記の通りである。 

 

 

出典：パナソニック 
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